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一昭和60年度の経済見通し

と経痍運営の基本的態度
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昭和60年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

（器和6㌢ご25
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1　昭和59年度の我が国経済

昭和59年度の我が国経済は、世界景気の回復、物価の安定、

新たな技術革新の進行等を背景として、輸出が引き続き増加

傾向にある一方、設備投資が順調に増加したほか、その他の

国内需要についても緩やかに増加するなど、景気動向にはな

おばらつきが残されているものの、全体として景気は拡大を

続けた。雇用情勢をみると、労働力需給はなお緩和した状態

にあるものの、求人が増加するなど改善の動きがみられた。

一方、経常収支はかなりの黒字を示している。
ｌ

政府は、昭和59年4月に年度上半期における公共事業等の

機動的・弾力的な施行等を決定する等、機動的かつきめ細か

な経済運営に努めてきたところである。

この結果、昭和59年度の国民総生産は296兆6千億円程度、

経済成長率は名目で6．5パーセント程度、実質で5．3パーセ

ント程度になる見込みである。また、物価は安定した状態で

推移し、昭和59年度の卸売物価は0．3パーセント程度、消費

者物価は3．4パーセント程度の上昇となる見込みである。

2　昭和60年度の経済運営の基本的態度

昭和60年度の我が国経済を取り巻く国際情勢をみると、米

国の景気拡大のテンポがスローダウンすることが見込まれる



ものの、先進国の景気は、原油価格の安定、物価の落ち着き、

技術革新の進展等を背負として、引き続き緩やかに拡大する

ことが期待される0ただ、雇用情勢は、欧州諸国を中心に依

然として厳しい状況が続くものと予想され、保護主義的な動

きも引き続き懸念される0また、発展途上国は、先進国経済

の回復に伴い、景気は徐々に回復に向かうことが期待される

が、一部の諸国ではなお多額の累積債務を抱えるなど困難な・

状況にある。

国内的には、我が国財政は依然として大幅な不均衡の状態タ

にある0－方、物価安定の下で、新しい技術革新の胎動がみ

られる今日二民間の経済活力のより一層の発揮が期待される。

このような情勢の下で、我が国としては、「1980年代経済

社会の展望と指針」において示された方向に沿って、物価の
′

安定を基礎としつつ、国内民間需要を中心とした景気の着実

な拡大を図り、持続的な安定成長を達成し、雇用の安定を確
‾ご

保する一方、行財政改革を引き続き・着実に推進し、また、自

由貿易体制の維持・強化、調和ある対外経済関係の形成及び

世界経済活性化への積極的貢献を行い、さらに、我が国経済

社会の中長期的な発展基盤の整備を図っていく必要がある。

以上の基本認識の下に、昭和60年度の経済運営の基本的態

度として、

第一は、国内民間需要を中心とした景気の持続的拡大を図

るとともに、雇用の安定を図ることである。

午のため、引き続き適切かっ機動的な経済運営に努める一
一　2　－
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方、民間活力か最大限発揮されるような環境の整備を行い、

設備投資等積極的な民間投資の喚噂を促すとともに、公共的

事業分野への民間活力の導入を促進する。また、内外経済動

向及び国際通貨情勢を注視しつつ、金融政策の適切かつ機動

的運営を図る。

住宅建設については、地価の安定、宅地の円滑な供給を図

りつつ、引き続きその促進に努めるｄ

また、時代の変化に積極的に対応できる創意と活力ある中

小企業の育成とその経営の安定を図る観点から、・中小企業対

策の円滑な推進を図る。

さらに、労働力需給構造の変化に対応しつつ、失業の予防、

再就職の促進等の雇用対塊を推進する。

第二は、引き続き物価の安定を維持することである。

最近の物価動向は安定的に推移して．いるが、物価の安定は、
ｌ

国良生活安定の基礎であり、均衡のとれた経済発展の基本条

件壷なすものである。このような観点から、通貨供給量を注

視するとともに、生活関連物資等の安定的供給の確保や仙ｉ格

動向の調査・監視、輸入の活用、低生産性部門及び輸入品を

含めた流通の一層の合理化の促進、競争政策の推進等各般の

施準を総合的に実施する。

また、公共料金については、経営の徹底した合理化を前提

とし、．受益者負担を原則としつつ、物価及び国民生活に及ぼ

す畢
響を十分に考慮して厳正に取り扱う。

第三は、行財政改革を強力に推進することである。

－　3　－
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経済社会の賓化に対応して適切な行政が行われるよう、今

後とも行政の役割を見直し、簡素化、効率化を図るぺく行政

一改革の推進を図る。

また、我が国の財政は、巨額の国債累積と大幅な財政赤字

により経済運営の政策選択の幅も狭まり、経済社会情勢の変

化に対応することか困難となっている。このため、昭和60年

度予算においても、疲出の徹底した節減合理化を行うなど、

財政改革を着実に推進し、財政の対応力の回復を図る。

第四は、我が国が国際経済社章に占める地位を十分認識し、
ｌ

自由貿易体制の維持・強化に向け率先して努力するとともに、

調和ある対外経済関係の形成と世界経済活性化への積極的貢

献を行うことである。
Ｉ

このため、保護貿易主義の抑止と貿易の拡大均衡を目指し、

景気の持続的拡大を図る中で、引き続き我が国市場の一層の

開放、輸入の促進及び特定品目に係る節度ある輸出の確保を

図るとともに、金串虫・資本市場ゐ自由化及び円の国際化の促

進に努める。加えて、新たな多角的貿易交渉の早期開始に向

け、準備促進への積極的貢献を行う。また、先端技術分野等

における投資交流の一層の促進等産業協力を積極的に推進す

る。さらに、発展途上国の経済社会開発等に資するため、政

府開発援助の中期目標の下に経済協力の一層の充実と効率的

かつ効果的な推進を図るとともに、質易、投資等を通ずる協

力を進める。

第五は、活力ある経済社会と安心で豊かな国民生活の実現
－　4　－

を目指し、我が国経済華会の中長期的な発展基盤の整備を図

るｄとである。
Ｉ

Ｃのた．め、将来の我・が国経済社会の活力の源泉である創造

的技術開発を推進するとともに、創造的知識集約化等による

産業構造の高度化、高腫情報社会に向けての基盤整備を進め

る。またこ　各種規制の緩和等を通じ、民間活力の十分な発揮

を図る。さらに、重要物資の安定供給の確保を図る等我が国

経済活動の安全確保を図る。その際、資源・エネルギーにつ

いては、中長期的な需給動向を踏まえ、環境保全に留意しつ

つ、経済性、セキュリティ確保等についてバランスのとれた

最嘩ミックスを目指し、石油備蓄の推進等石油の安定供給の

確保、原子力その他の石油代替エネルギーの開発・導入、核

燃料サイクルの事業化推進、省エネルギーの推進、レアメタ

ル等の鉱物資源の安定供給の確保等を図るとともに、海上輸

送の安定的確保に努める。農業については、生産性の向上を

促進しつつ、総合的な食料自給力の向上を図る。加えて、地

域め特性を生かした地域経済の自立的発展を促すとともに、

国民が豊かな居住環境を享受できるよう良質な国土・居住空

間の形成等に努める。
1

1

1

3・昭和60年度の経済見通し

上記のような経済運営の下において、昭和60年度の経済見
ｌ

通しは、おおむ申次のとおりである。なお、我が国経済は民

間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環

－　5　－



境の変化に’は予見し難い要素が多いことにかんがみ、これら

の数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。

Ⅲ　民間最終消費支出は、物価の安定等を基癖として拡大を

続け、前年度比6．9パーセント程度の増加を示すものと見

込まれる。民間投資は、住宅投資が前年度比5．9パーセン

ト程度の増加を示し、また、設備投資は前年度比8．3パー

セント程度の増加となり、‘在庫投資は1兆7千億円程度に

なるものと見込まれる。

政府支出は、前年度比1・6°．パーセ．ント程度の増加（政府

の固定資本形成は前年度比0．4パ．二セント程度・の減少）を

示すものと見込まれる。

威工業生産は、前年度比6・5パー了ヒント程度の伸びを示

すものと見込まれる。’

また、就業者総数は、前年度比1．1パーセント程度増加

するものと見込まれる。

（2）物価は、引き続き安定的に推移し、卸売物価は1・Ｉパー

セント程度、消費者物価は2．8パーセント程度の上昇と見

込まれる。

（3）国際収支については、輸出入とも増加することか見込ま

れる。その結果、貿易収支は10兆7千億円程度（注1）の

黒字となり、経常収支も8兆3千億円程度（注2）の黒字

となると見込まれるが、長期資本収支の赤字により基礎収

支では均衡に近い姿となるものと見込まれる。

（注1）440億ドル程度　　（注2）340億ドル程度

一　6　－

（4）以上の結果、昭和60年度の国民総生産は314兆6千億円

感度となり、名目、実質成長率はそれぞれ6・1パーセント

程度、4．6パーセント程度になるものと見込ま‾れる0

（
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主　要　経　済　指　標

1．国　民　総　生　産

58　 年　 度

（実　 績 ）

5 9　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 0　 年　 度

（見 通 し）

対 前 年 碇 比 増 減 率

5 9 年 度 6 0 年 度

民 間　 最　 終　 消　 費　 支　 出

名 目 ・兆 円

＼

名 目 ・兆 円程 度 名 目 ・兆 円 事呈度 ％程 度 ％程度

16 5 ．2 1 7 3 ．8 18 5 二貞 5 ．2 6 ・＿9

由 ，　 間　　 住　　 宅
1 3 ．9 1 4 ．5 1 5 ．4 4 ．6 5 ．一9

民　 間　 企　 業　 設　 ▼僻 4 1．5 4 5 ．4 4 9 ．2 9 ．5 臥 3

民　 間　 在　 庫　 品　 増　 加 0 ．7 1 ．6 1 ．7 12 1 ．1 5 ．6

政　　　 府　　　 支　　　 出 5 1 ．2 5 2 ．8 5 3 ．7 3 ．2 1 ．6

最　 終　 渦　 貨　 支　 出 2 8 ．2 2 9 ．7 30 ．7 ． 5 ．4 3 ．2

固　 定　 資　 本　 形　 成 2 3 ．3 2 3 ．1 2 3 ．0 ／1 0 ．7 △ 0 ．4

輸 出 と 海 外 か ら の 所 得 4 4 ．7 5 1 ．1 5 4 ．6 1 4 ．3 6 ．8

（控 除 ） 輸 入 と海 外 へ の 所 得 3 臥 6 4 2 ．7 4 5 ．7 1 0 ．5 7 ．2

国　　 民　　 総　　 生　　 産 2 7 臥 6 2 9 年．6 3 1 4 ．6 6 ．5 6 ．1

． （同　 ・　 実　　　　 質 ）
－ － － 5 ．3 4 ．6

2．労　働・薩　用

58 年 度

（実　 額 ）

閏 年 ‾‘度

（実績 見 込み）

60 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

59 年 度 60 年 度

総　　　　 人　　　　 口

万人 万人程度 万人程度 ％程度 ％程度

11．94 2 1 2．0 20 12．0 90 0．7 0 ．6

15　 才　 以　 上　 人　 口 9．261 9 ．380 9，49 5 1．3 1．2

労　 働　 力　 人　 口 5．892 5，950 6．0 10 1．0 ．1 ．0

就　 業　 者　 総　 数 5．735 5，7 85 5 ．850 0．9 1．1

雇　 用　 者　 総　 数 4．2 23 4，285． 4，360 1．5 1．8

ー　8　－

3．生　産　活　動

59 1 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 0　 年　 度

（見 通 し ）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増 瑚 率

％ 程 直

‘10 ．8

％ 程 度

6 ．5

農 林 ＿漁 業 生 産 指 数 ・ 〝 4 ．1 △　 0 ．6

国 内 貨 物 輸 送 （ト ン ・キ ロ ）・‘ 〝 2 ．7 1．8

国 内 旅 客 輸 送 （人 ・キ ロ ） ・ 〝 1 ．7 2 ．3

4．物　．価

59　年　 度

（実績見込み）

60　年　 度

（見通 しブ

1
1

総‘合 印 売 物 価 指 数 ・騰 落 率

鯵程度

0 ．3

％程度

1：1

消 費 者．物 価 指日放 ・　 〝 2 ．4 2．8

5．国　際　収　支

58 年 度

（実　 績 ）

59 年 度

（実績 見込 み ）

60 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

59 年 度 60 年 度

（往1） 兆円 兆円程度 兆円Ｉ呈膿 ｒ％程度 ％程度

経　　 常　　 収　　 支
（往2）

貿　　 易　 収 ．支

5．7 8．2 8 ．3 －

．8．2 10 ．6 10．7 － －

輪　　　　 中 ’35．6 40 ．8 43 ．3 14 ．6 ． 6．1

輸　　　　　 入 27．4 30．3 32．6 10．6 7 ．6

（注1）：！過年度242億ドル．59年度340億ドル程度．60年度340億ドル程度。

（往2）　58年度345位ドル，59年度440位ドル程度，60年度440億ドル程度。

（備考）　以上の詰計数は．現在考えられる内外の環境の詰与件を前提とし，本文において表明さ

れている経済運営の下で想定された昭和60年度の経済の姿を示すものであり，我が国経済

は民間活動がその主体をなすものであること，また．特に国際環境の変化には予見し難い要

素が多いことにかんがみ，これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。

－　9　－
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参　考　資　料

第1表　　実　質　国　民　総支　出

対 前 年 度 比 増 減 率

5 9 ・年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 0　 年　 度

（見 通 し）

主

要

民 間 最 終 消 費 支 出

％程度

3 ．1

％Ｉ呈度

4 ．1

民　　 間　　 住　　 宅 3 ．1 3 ．8

民　 間　 企　 業　 設　 備 1 0 ．1 8 ．5

項 政　　 府　　 支　　 山 1 ．8 0 ．5

日
輸 山 と 海 外 か ら の 所 得 13 、7 一’5’．6

輸 入 と 海 外 へ の 所 得 1－2 ．0 5 ．5

国 民 総 支 出 （＝ 国 民 総 生 産 ） 5 ．3 4 ．6

う　 ち　 国　 内　 需　 要 4 ．3 ‘4 ！4

民 所 得

5 8 年 度

（実　 績）

59 年 度

（実績 見込 み ）

60 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

59 年 度 60 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

兆円 兆円程度 兆円程度 ％捏肢 影程度

156．2 1 6 5．4 17 6．7 5 ．9 6 ．8

財　　 産　　 所　　 得 34．5 3 6．6 3 9．0 6 ，3 6 ．4

企　　 業　　 所　　 得 43．1 一 46．2 4 8 ．2 ．7 ．2 4 ．4

（控除 ） 一般 政 府 ・消費

者 負俵 利子 等
13．1 1 4．5 15 ．6 10 ．4 7 ．6

合計 ： 国　 民　 所　 得 2坤 ・7 2 3 3 ．8 2 4 8 ．4 6．0 6 ．2
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昭和61年度の経済見通しと経済運営の基本的態度．

（窓和誓㌍4呈）
1　昭和60年度の我が国経済

昭和60年度の我が国経済は、世界景気の緩やかな拡六、．．物

価の安定、技術革新・情報化の進展等を背景として、輸出か

引き続き高水準で推移する一方、設備投資が総じて着実に増

加したほか、その他め．国内需要についても緩やかに増加する

など、景気動向にはばらつきがみられるものの、全体．として

景気は緩やかな拡大を続けた。雇用情勢をみると、緩やかに

改善をしてきたカ工製造業を中心に足踏みがみられる。一方、

経常収支はかなりの黒字を示している。こうした中で9月下

旬以降円の対ドルレートは大幅な上昇をみせている。

政府は、景気の持続的拡大を図る中で、対外経済対策、内

需拡大に関する対策等、機動的かつきめ細かな経済運営に努

めてきたところである。

この結果、昭和60年度の国民総生産は320兆4千億円程度、

経済成長率は名目で5．7パーセント程度、実質で4．2パーセ

ント程度になる見込みである。また、物価は引き続き安定し

た状態で推移し、昭和60年度の卸売物価は2．4パーセント程

度の下落、消費者物価は2．1パーセント程度ゐ上昇どなる見

込みである。



昭和61年度の経済運営の基本的態度

ｌ酎口61年度の我が国経済を取り巻く国際情勢をみると、米

国を始め先進国の景気は、原油価格の安定、物価の落ち着き、

技術革新の進展等を背景として、引き続き緩やかに拡大する

ものと期待される。ただ、雇用情勢は、欧州諸国を中心に依

然として厳しい状況が続くものと予想され、保護主義的な動

きも引き続き懸念される。また、発展途上国は、先進国経済

の拡大が緩やかであること、一次産品価格が低い水準で推移

していること等から、景気の回復テンポの低下が予想され、
ｌ‘

一部の諸国では多額の累積債務を抱えるなど困難な状況にあ

る。

国内的には、内需主導型経済成長が進められていくことが

望まれる中で、新しい技術革新の胎動がみられるとともに新

たな事業分野の拡大が図られつつあり、民間の経済活力のよ

り一層の発揮が期待されている。一方、我が国財政は依酷と

して大幅な不均衡の状態にある。

以上のような情勢め下で、我が国としては、「1980年代経

済社会の展望と指針」において示された方向に沿って、物価

の安定を基礎としつつ、内需を中心とした景気の着実な拡大

を図り、持続的な安定成長を達成し、雇用の安定を確保する

一方、行財政改革を引き続き着実に推進し、また、自由貿易

体制の維持・強化、調和ある対外経済関係の形成及び世界経

済活鹿化へ範掃樽的弄献を行い、さらに、我が国経済社会の

中長期的な発展基盤の整備を図っていく必要がある0
－　2　－

この・ような基本認識の下における昭和61年度の経済連常の

基本的態度は次のとおりである。

第－は、内需を中心とした景気の持続的拡大を図るととも

に、雇用の安定を図ることである。

このため、円レ’－トの動向とその国内経済に及ぼす影響に

適切な注意を払いっつ引き続き適切かつ械動的な経済運営に

努める一方、民間活力が最大限発揮されるよう法制度を含吟

て環境の整備を行い、設備投資等積極的な民間投資の喚起を

促すとともに、公共的事業分野への民間活力の導入を促進す

る0また、内外経済動向及び国際通貨情勢を注視しつつ、金

融政策の適切かつ機動的な運営を図る。

住宅建設については、地価の安定、宅地の円滑な供給を図

りつつ、更にその促進に努める。

また、環境変化に的確に対応できる創意と活力のある中小

企業の育成とその経営の安定を図去観点から、中小企業対策
］

の円滑な推進を図る。

さらに†労働力需給構造の変化への対応を進めつつ、雇用

情勢の変化に即応して失業の予防、再就職の促進等の雇用対

策を推進する。

第二は、我が国が国際経済社会に占める地位にふさわしい

役割と責任を担い、自由貿易体制の維持・強化に向け率先し

て努力するとともに調和ある対外経済関係の形成と世界経済、

活性化への積極的貢献とを行うことである。特に、次回の東

京での主要国首脳会議では、世界経済のインフレなき持続的
－　3　－



成長を共通の目標とした国際協調が増進されるよう、我が国

としては最大限の努力を払う必要がある。

このため、保護貿易主義の抑止と貿易の拡大均衡を目指し、

円高基調の定着を図りつつ、内需の拡大を図る中で、我が国

市場の積極的な開放、輸入の促進等市場アク．セスの改善を推

進するとともに引き続き特定品巨＝こ係る節度ある輸出の確保

を図る一方、金融・資本市場の自由化及び円の国際化の促進

に努める。加えて、新たな多角的貿易交渉の開始に向け、率

先して着実な準備‾進展に貢献する。また、先細技術分野等を

始めとする共同技術開発、投資交流等産業協力を積極的に促

進する。さらに、発展途上国の経済社会開発等に資するため、

政府開発援助の第三次中期目標の下に経済協力の苛実な拡充

と効率的かつ効果的な推進を図るとともに、貿易、投資等を

通ずる協力を促進する。

第三は、行財政改革を強力に推進することである。

経済社会の変化に対応して適切な行政が行われるよう、今

後とも行政の役割右見直し、簡素化、効率化を図るべく行政

改革の推進を図る。

また、我が国の財政は、巨額の国債累積と大幅な財政赤字

により経済運営の政策選択の幅も狭まり、経済社会情勢の変

化に対応するこ．とが困難となっている。このため、昭和61年

度予算においても、歳出の徹底した節減合理化を行うなど、

財政改革を着実に推進し、財政の対応力の回復を図る。

第四は、引き続き物価の安定を維持することである。

・－　4　－

（

最近の物価動向は円高傾向等もあり引き続き安定的に推移

しているが、物価の安定は、国民生活安定の基礎であり、均

衡のとれｋ経済発展の塞本条件をなすものである。。のよう
ｌ

な観点から、通貨供給量を注視するとともに、生活関連物資

等の安定的供給の確保や価格動向の調査・監視、輸入の活用、

低生産性部門及び輸入品を含めた流通の一層の合理化の促進、

競争政策の推進等各般の施策を総合的に実施する。

公共料金については、経営の徹底した合理化を前提とし、
Ｉ

受益者負担を原則としつつ、物価及び国民生活に及ぼす影響

を十分考慮して厳正に取り扱う。

第五は、活力ある経済社会と安全で快適な国民生活の実現

を目指し1我が国経済社会の中長期的な発展基盤の整備を図

ることである占

このため、将来の我が国施療社会の活力の源泉である創造

的技術開発を総合的に推進するとともに、・倉峰的知識集約化

等・による産業構造の高度化、高度情報社会に向けその基準整

備を進める。また、各種規制の旗和等を通じ、民間活力の最

大限の発揮を図る。さらに、重要物資の安定供給の確保を図

る等我が国経済活動の安全確保を図る。その際、資源・エネ

ルギーに？いては、中長期的な需給動向を踏まえ、環境保全

に留意しつつ、経済性、セキュリティ確保等についての最適
ｌ

バランスを目指し、石油産業の構造改尊、石油備蓄の推進等

石油の安定供給の確保、原子力その他の石油代替エネルギＴ
ｌ

1

の開発・導入、核燃料サイクルの事業化推進、．省エネノレギ二

亘い



の推進、レアメタル等の鉱物資源の安定供給の確保等を図る

とともに、海上輸送の安定的確保に努める。農業については、

生産性の向上を促進しつつ、総合的な食料自給力の向上を図

る。加えて、地域の特性を生かした地域経済の自立的発展を

促すとともに、国土の調和のとれた発展にも留意しつつ、国

民が豊かな居住環境を享受できるよう良質な国土・居住空間

の形成等に努める。

昭和61年度の経済見通し

上記のような経済運営の下において、昭和61年度の経済見

通しは、おおむね次のとおりである。なお、我が国経済は民

間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環

境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、これら

の数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。

（1）良問最終消費支出は、物価の表定等を基礎として拡大を

続け、前年度比5．6パーセント程度の増加を示すものと見

込まれる。民間投資は、住宅投資が前年度比6．3パーセン

ト程度の増加を示し、また、，設備投資は前年度比7・1パー

セント程度の増加となり、在庫投資は1兆9千億円程度に

なるものと見込まれる。

政府支出は、前年度比2．6パーセント程度の増加（政府

の固定資本形成は前年度比1．1パーセント程度の増加）を

示すものと見込まれる。

鉱工業生産は、前年度比3．6パーセント程度の伸びを示

－　6　－

ー）

すものと’見込まれ．る。

また、就業者総数は、前年度比0・7パーセント程度増加

するものと見込まれる。

（2）物価は、引き続き安定的に推移し、卸売物価は1．8パー

セント程度の下落、1肖費者物価は1・9パーセント程度の上

昇と見込まれる。

（3）国際収支については、輸出、輸入とも減少することが見ｌ

込まれる0その結果、貿易収支は11兆4千億円程度の黒字

となり、経常収支も10兆4千億円程度の黒字となると見込

まれる。

（4）・以上の結果、昭和61年度の国民総生産は336兆7千億円

程度となり、名目、実質成長率はそれぞれ5．1パーセント

程度、4・0パーセント程度になるものと見込まれる。ｌ

－　7　－



国　民　総　生　産

主　要＼経　済　指　標

59　 年　 度 60　 年　 度 6 1 年　 度
対前 年度 比増 減率

（実　 績 ） （実績 見込 み） （見通 し） 6 0年度 6 1年 度

問　 最　 終　 消　 費 ＿支　 出

名 目 ・兆円 名 目 ・兆円程度 名百 ・兆円程度 財程度 ％程度

1 7 8 ．3 18 7．4 19 8．0 占．1 5．6

問　　　 住　　　 宅 14．2 14 ．8 1 5．7 4 ．1 6 ．3

間　 企　 業　 設　 備 4 6．8 5 2 ，0 5 5．7 1 1．1 7．1

問　 在　 庫　 品　 増　 加 1．5 1．3 1．9 △ 1 2．8 4 2．1

府　　　 支　　　 出 5 2 ．9 5 3．1 5 4．5 0．3 2．6

最　 終　 消　 費　 支　 出 2 9 ．8 3 1．5 3 豆．7 5．7 3．7

国　 軍 ・ 資　 本　 形　 成 2 2．9 2 1．6 2 1．8 △　 6．0 1．1

山 と 海 外 か ら の 所 得 5 1．5 5 0．4 4 8．3 △　 2．2 △　 4 ．1

空除 ）輸 入 と海外 へ の所 得 4 2．1 3 8．6 3 7 ．4 △　 8．3 △　 3．1

民　　 総　　 生　　 産 3 0 3 ．2 32 0 ．4 3 3 6 ．7 ｔ ・5．7 5．1

司　 ・　 実　　　　 質 ）
－ － － 4 ．2 4．0

労　劾・雇　用

59 年 度

’（実　 績）

60 年 度

（実績 見 込 み）

6 1 年 度

（見 通 ．し）

対 前 年 度 比 増 料 率

60 年 度 6 1．年 度

人　　　　 口

万人 万 人程度 万 人程度 ガ程度 ％程度

1 2．0 17 1 2 ．100 12 ．170 ・ 0．7 0 ．6

才　 以　 上　 人　 口 9 ．376 9 ，49 5 9 ，620 1．3 1．3

働　 力　 人　 口 5，945 5 ．98 5 6 ．0 25 0．7 0．7

業　 者　 総　 数 5，7 86 5．8 25 5．8 65 0 ．7 0 ．7

用　 者　 総　 数 4 ，2 81 4 ．330 4 ．38 0 1．1 1．2

8

3．生　産　活　動

60　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 1 年　 度

（見 通 し ）

鉱 工 袈 生 産 指 数 ・増 減 率

％ 程 度

4 ．1

％ 程 度

3 ．6

農 林 漁 業 生 産 指 数 ・　 〝 0 ．7 △　 1 ．0

国 内 貨 物 輸 送 （ト ン ・キ ロ）・　 〝 0 ．2 1 ．6

国 内 旅 客 輸 送 （人 ・キ ロ ） ・　 〝 2 ．2 1 ．9

4・物　　叫

60　 年　 度

（実績見込 み）

6 1 年　 度・

（見通 し）

ｌ

総 合 卸 売 物 価 指 数 ・騰 落 率

％程度

△　 2．4

％程度

△　 ご1．8

消 費 者 物 価 個 数 ・　 〝 2．1 1．9

5．国　辟　収　支

59 年 度

く実　 績 ）

60 年 度

（実績 見込 み）

61 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

60 年 度 61 年 度

（注1）
兆円 兆円程度 兆円‡呈度 ％程度 ％程度

経　　 常　　 収 ．　 支
（珪2）

貿　　 易　 収　 支

9 ．0 11．5 10 ．4 －

1 1．1 13．1 11 ．4 － －

輸　　　　　 出 40 ．9 4 0．1 37．5 △　 2．0 △　 6 ．5

輸　　　　　 入 29．8 27．0 26．1 △　 9 ．4 △　 3 ．3

は1）59年度370億ドル，60年度510億．ドル程度．61年度510億ドル程度。

（注2）59年度456億ドル，60年度580億ドル程度，．61年度560億ドル程度。

（備考）　以上の桔計数は、現在考えられる内外の環境の詰与件を前提とし、本文において表明さ

れている経済運営の下で想定された昭和61年度の経済の姿を示すものであり、我が国経済

は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環境の変化には予見し難い要

素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。
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第1表　　実　質　国　民総支　出

対 前 年 度 比 増 減 率

6 0　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

‘6 1 年　 度

（見 通 し）

主

要

民 間 最 終 消 費 支 出

％‡呈度

3 ．0

％程 度

3 ．6

民　　 間　　 住　 コ　宅 3 ．1 4 ．6

民　 間　 企　 業　 設　 備 1 1 ．5 7 ．5

項 故　 ‾　 府　　 支　　 山 △　 1 ．5 2 ．0

日
輸 出 と 海 外 か ら の 所 得 2 ．2 0 ．2

輸 入 と 海 外 へ の 所 得 △　 2 ．3 1．6

国 民 総 支 出 （＝国 民 総 生 産 ） 4 －．2 4 ．0

う　 ち　 ＿国　 内　 需　 要 3 ．5 4 ．3

第2表　　　　　　　　国　　民　　所　　得

59 年 度

（実　 績 ）

60 年 度 ・

（実 績見 込み ）

6 1 年 度

（見 通 し）

対 敵 年 度 比 増 減 率

6 0 年 度 6 1 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

・兆円 ・兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

16 6 ．8 17 5．3 18 4 ．3 5 ．1 5．1

財　　 産　　 所　　 得 2 4 ．1 2 5．6 2 7 ．8 6 ．2 8 ．7

企 ’　 策　　 所　　 得 4 8 ．9 5 0 ．8 ． 5 2 ．1 3 ．9 2．6

合計 ： 国　 民　 所　 得 2 3 9 ：8 2 5 1．8 2 6 4 ．2 5．0 4 ．9
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